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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　モータの複数相のコイルに選択的に通電するモータ駆動部と、
　前記モータ駆動部にＰＷＭ信号である駆動制御信号を出力することで、前記モータ駆動
部により通電される前記複数相のコイルの通電相を所定の順序で切り替えながら前記モー
タの駆動を制御する制御回路部と、を備え、
　前記制御回路部は、前記通電相の切り替えが行われてから、前記通電相の切り替え周期
のｍ分の１（ｍは、２以上の整数）の期間が経過する度に、一時的に前記駆動制御信号の
デューティ比を低下させる低下制御を実行する、モータ駆動制御装置。
【請求項２】
　前記制御回路部は、前記低下制御を行うとき、所定時間だけ前記駆動制御信号のデュー
ティ比を低下させる、請求項１に記載のモータ駆動制御装置。
【請求項３】
　前記制御回路部は、前記モータの回転速度が所定の範囲内であるときに、前記低下制御
を行う、請求項１又は２に記載のモータ駆動制御装置。
【請求項４】
　前記所定の範囲は、前記モータのロータの１回転あたりの通電切替回数ｎに対応する電
磁振動のｎ次成分と前記モータの固有振動数とが共振現象を生じる前記モータの回転速度
を含む、請求項３に記載のモータ駆動制御装置。
【請求項５】
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　前記制御回路部は、前記低下制御を実行しつつ前記駆動制御信号を出力することで、前
記モータのロータの１回転あたりの通電切替回数ｎにｍを乗じた次数の（ｍ×ｎ）次成分
を含む電磁振動を発生させる、請求項１から４のいずれかに記載のモータ駆動制御装置。
【請求項６】
　前記制御回路部は、前記通電相の切り替えが行われてから、前記切り替え周期の２分の
１の期間が経過した時に、前記低下制御を実行する、請求項１から５のいずれかに記載の
モータ駆動制御装置。
【請求項７】
　前記制御回路部は、前記通電相の切り替えを行ってから次に前記通電相の切り替えを行
うまでの時間を前記通電相の切り替えを行う度に計測し、前回計測された時間を前記切り
替え周期として前記低下制御を実行する、請求項１から６のいずれかに記載のモータ駆動
制御装置。
【請求項８】
　前記制御回路部は、
　前記モータのロータの位置に対応する位置検出信号に基づいて、前記駆動制御信号のデ
ューティ比を設定するＰＷＭ指令部と、
　前記位置検出信号に基づいて、前記通電相の切り替えが行われてから経過した時間を監
視する通電期間監視部と、
　前記通電期間監視部による前記通電相の切り替えが行われてから経過した時間の監視結
果に基づいて前記ＰＷＭ指令部に指示信号を出力することで、一時的に、前記ＰＷＭ指令
部に前記駆動制御信号のデューティ比を低下させる設定デューティ変更指示部とを有する
、請求項１から７のいずれかに記載のモータ駆動制御装置。
【請求項９】
　モータの複数相のコイルに選択的に通電するモータ駆動部を備えるモータ駆動制御装置
を用いて、
　前記モータ駆動部にＰＷＭ信号である駆動制御信号を出力することで、前記モータ駆動
部により通電される前記複数相のコイルの通電相を所定の順序で切り替えながら前記モー
タの駆動を制御するモータの駆動制御方法であって、
　前記通電相の切り替えが行われてから経過した時間を計測する計測ステップと、
　前記通電相の切り替えが行われてから前記通電相の切り替え周期のｍ分の１（ｍは、２
以上の整数）の期間が経過する度に、一時的に前記駆動制御信号のデューティ比を低下さ
せる低下制御ステップとを有する、モータの駆動制御方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、モータ駆動制御装置及びモータの駆動制御方法に関し、特に、モータのコ
イルへの通電を切り替えてモータを駆動させるモータ駆動制御装置及びモータの駆動制御
方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　コイルへの通電を切り替えることで駆動させる一般的なモータにおいては、通電切り替
えにより発生する電磁振動の周波数成分がモータの固有振動数と一致すると大きな振動に
つながる。使用回転速度が決まっているモータにおいて、通電切り替えにより発生する電
磁振動の影響を抑えるためには、使用回転速度での電磁振動の周波数成分がモータの固有
振動数と一致するのを避け、共振が発生するのを避けるようにすればよい。しかしながら
、例えば軸流ファンモータのように、停止から最高回転速度の間の幅広い回転速度範囲に
おいて、振動ピーク値を一定値以下に抑えなければならないモータでは、上記の手法を用
いることができない。
【０００３】
　特許文献１には、モータの固有振動数との共振によるステータの振動に基づく騒音の発
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生を抑制するモータ制御装置が記載されている。特許文献１に記載のモータ制御装置は、
ロータの回転速度を算出する回転速度算出部と、回転速度算出部により算出された回転速
度と、ステータの固有振動数とに基づいて、インバータへの変調率を調整する変調率調整
部と、を有する。このモータ制御装置は、高調波成分の周波数と、ステータが有する固有
振動数Ｆとによる共振現象の発生を防ぎ、ステータの振動に基づく騒音の発生を抑制しよ
うとする。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０１１－５５６５１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　ところで、上記の特許文献１に記載されているモータ制御装置では、１８０度通電のよ
うにＰＷＭ信号の周波数毎にインバータへの変調率を調整する必要がある。そのため、処
理能力の高いマイコンを用いる必要があり、製造コストが高くなるという問題がある。
【０００６】
　この発明はそのような問題点を解決するためになされたものであり、簡素な回路構成で
、振動の発生を低減させることができるモータ駆動制御装置及びモータ駆動制御方法を提
供することを目的としている。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上記目的を達成するためこの発明のある局面に従うと、モータ駆動制御装置は、モータ
の複数相のコイルに選択的に通電するモータ駆動部と、モータ駆動部にＰＷＭ信号である
駆動制御信号を出力することで、モータ駆動部により通電される複数相のコイルの通電相
を所定の順序で切り替えながらモータの駆動を制御する制御回路部と、を備え、制御回路
部は、通電相の切り替えが行われてから、通電相の切り替え周期のｍ分の１（ｍは、２以
上の整数）の期間が経過する度に、一時的に駆動制御信号のデューティ比を低下させる低
下制御を実行する。
【０００８】
　好ましくは、制御回路部は、低下制御を行うとき、所定時間だけ駆動制御信号のデュー
ティ比を低下させる。
【０００９】
　好ましくは、制御回路部は、モータの回転速度が所定の範囲内であるときに、低下制御
を行う。
【００１０】
　好ましくは、所定の範囲は、モータのロータの１回転あたりの通電切替回数ｎに対応す
る電磁振動のｎ次成分とモータの固有振動数とが共振現象を生じるモータの回転速度を含
む。
【００１１】
　好ましくは、制御回路部は、低下制御を実行しつつ駆動制御信号を出力することで、モ
ータのロータの１回転あたりの通電切替回数ｎにｍを乗じた次数の（ｍ×ｎ）次成分を含
む電磁振動を発生させる。
【００１２】
　好ましくは、制御回路部は、通電相の切り替えが行われてから、切り替え周期の２分の
１の期間が経過した時に、低下制御を実行する。
【００１３】
　好ましくは、制御回路部は、通電相の切り替えを行ってから次に通電相の切り替えを行
うまでの時間を通電相の切り替えを行う度に計測し、前回計測された時間を切り替え周期
として低下制御を実行する。
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【００１４】
　好ましくは、制御回路部は、モータのロータの位置に対応する位置検出信号に基づいて
、駆動制御信号のデューティ比を設定するＰＷＭ指令部と、位置検出信号に基づいて、通
電相の切り替えが行われてから経過した時間を監視する通電期間監視部と、通電期間監視
部による通電相の切り替えが行われてから経過した時間の監視結果に基づいてＰＷＭ指令
部に指示信号を出力することで、一時的に、ＰＷＭ指令部に駆動制御信号のデューティ比
を低下させる設定デューティ変更指示部とを有する。
【００１５】
　この発明の他の局面に従うと、モータの複数相のコイルに選択的に通電するモータ駆動
部を備えるモータ駆動制御装置を用いて、モータ駆動部にＰＷＭ信号である駆動制御信号
を出力することで、モータ駆動部により通電される複数相のコイルの通電相を所定の順序
で切り替えながらモータの駆動を制御するモータの駆動制御方法は、通電相の切り替えが
行われてから経過した時間を計測する計測ステップと、通電相の切り替えが行われてから
通電相の切り替え周期のｍ分の１（ｍは、２以上の整数）の期間が経過する度に、一時的
に駆動制御信号のデューティ比を低下させる低下制御ステップとを有する。
【発明の効果】
【００１６】
　これらの発明に従うと、簡素な回路構成で、振動の発生を低減させることができるモー
タ駆動制御装置及びモータ駆動制御方法を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】本発明の実施の形態の１つにおけるモータ駆動制御装置の回路構成を示すブロッ
ク図である。
【図２】制御回路部の構成を示すブロック図である。
【図３】制御回路部の動作を示すフローチャートである。
【図４】設定デューティ変更処理を示すフローチャートである。
【図５】低下制御が行われない場合のモータの駆動電流の波形を示す図である。
【図６】低下制御が行われる場合のモータの駆動電流の波形を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　以下、本発明の実施の形態におけるモータ駆動制御装置について説明する。
【００１９】
　［実施の形態］
【００２０】
　図１は、本発明の実施の形態の１つにおけるモータ駆動制御装置の回路構成を示すブロ
ック図である。
【００２１】
　図１に示すように、モータ駆動制御装置１は、モータ２０を駆動させる。本実施の形態
において、モータ２０は、例えば３相のブラシレスモータである。モータ駆動制御装置１
は、モータ２０の３相のコイルＬｕ，Ｌｖ，Ｌｗに周期的に駆動電流を流すことで、モー
タ２０を回転させる。
【００２２】
　モータ駆動制御装置１は、モータ駆動部２と、制御回路部４とを有している。なお、図
１に示されているモータ駆動制御装置１の構成要素は、全体の一部であり、モータ駆動制
御装置１は、図１に示されたものに加えて、他の構成要素を有していてもよい。
【００２３】
　本実施の形態において、モータ駆動制御装置１は、その全部がパッケージ化された集積
回路装置（ＩＣ）である。なお、モータ駆動制御装置１の一部が１つの集積回路装置とし
てパッケージ化されていてもよいし、他の装置と一緒にモータ駆動制御装置１の全部又は
一部がパッケージ化されて１つの集積回路装置が構成されていてもよい。
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【００２４】
　モータ駆動部２は、インバータ回路２ａ及びプリドライブ回路２ｂを有する。モータ駆
動部２は、制御回路部４から出力された駆動制御信号Ｓｄに基づいて、モータ２０に駆動
信号を出力し、モータ２０を駆動させる。モータ駆動部２は、モータ２０の複数相のコイ
ルＬｕ，Ｌｖ，Ｌｗを選択的に通電する。
【００２５】
　プリドライブ回路２ｂは、制御回路部４による制御に基づいて、インバータ回路２ａを
駆動するための出力信号を生成し、インバータ回路２ａに出力する。インバータ回路２ａ
は、プリドライブ回路２ｂから出力された出力信号に基づいてモータ２０に駆動信号を出
力し、モータ２０が備えるコイルＬｕ，Ｌｖ，Ｌｗに通電する。インバータ回路２ａは、
例えば、直流電源Ｖｃｃの両端に設けられた２つのスイッチ素子の直列回路の対が、コイ
ルＬｕ，Ｌｖ，Ｌｗの各相（Ｕ相、Ｖ相、Ｗ相）に対してそれぞれ配置されて構成されて
いる。２つのスイッチ素子の各対において、スイッチ素子同士の接続点に、モータ２０の
各相の端子が接続されている（不図示）。プリドライブ回路２ｂは、出力信号として、例
えば、インバータ回路２ａの各スイッチ素子に対応する６種類の信号Ｖｕｕ，Ｖｕｌ，Ｖ
ｖｕ，Ｖｖｌ，Ｖｗｕ，Ｖｗｌを出力する。これらの信号Ｖｕｕ，Ｖｕｌ，Ｖｖｕ，Ｖｖ
ｌ，Ｖｗｕ，Ｖｗｌが出力されることで、それぞれの信号Ｖｕｕ，Ｖｕｌ，Ｖｖｕ，Ｖｖ
ｌ，Ｖｗｕ，Ｖｗｌに対応するスイッチ素子がオン、オフ動作を行う。これにより、モー
タ２０に駆動信号が出力されて、モータ２０の各相のコイルＬｕ，Ｌｖ，Ｌｗに電流が流
される（不図示）。
【００２６】
　本実施の形態において、制御回路部４には、速度指令信号Ｓｃが入力される。制御回路
部４は、それらに基づいてモータ２０の駆動制御を行う。
【００２７】
　速度指令信号Ｓｃは、例えば、制御回路部４の外部から入力される。速度指令信号Ｓｃ
は、モータ２０の回転速度に関する信号である。例えば、速度指令信号Ｓｃは、モータ２
０の目標回転速度に対応するＰＷＭ（パルス幅変調）信号である。換言すると、速度指令
信号Ｓｃは、モータ２０の回転速度の目標値に対応する情報である。なお、速度指令信号
Ｓｃとして、クロック信号が入力されてもよい。
【００２８】
　また、本実施の形態において、制御回路部４には、モータ２０から、３つのホール信号
（位置検出信号の一例）Ｈｕ，Ｈｖ，Ｈｗが入力される。ホール信号Ｈｕ，Ｈｖ，Ｈｗは
、例えば、モータ２０に配置された３つのホール素子２５ｕ，２５ｖ，２５ｗの出力であ
る。ホール信号Ｈｕ，Ｈｖ，Ｈｗは、モータ２０のロータの回転に対応する信号である。
制御回路部４は、ホール信号Ｈｕ，Ｈｖ，Ｈｗを用いてモータ２０の回転状態を検出し、
モータ２０の駆動を制御する。すなわち、制御回路部４は、ホール信号Ｈｕ，Ｈｖ，Ｈｗ
を用いてモータ２０のロータの実際の回転数に関する実回転数情報を得て、モータ２０の
駆動を制御する。また、制御回路部４は、ホール信号Ｈｕ，Ｈｖ，Ｈｗを用いてモータ２
０のロータの回転位置を検出し、モータ２０の駆動を制御する。
【００２９】
　３つのホール素子２５ｕ，２５ｖ，２５ｗ（以下、これらをまとめてホール素子２５と
いうことがある）は、例えば、互いに略等間隔（隣り合うものと１２０度の間隔で）でモ
ータ２０の回転子の回りに配置されている。ホール素子２５ｕ，２５ｖ，２５ｗは、それ
ぞれ、ロータの磁極を検出し、ホール信号Ｈｕ，Ｈｖ，Ｈｗを出力する。
【００３０】
　なお、制御回路部４には、このようなホール信号Ｈｕ，Ｈｖ，Ｈｗに加えて、又はホー
ル信号Ｈｕ，Ｈｖ，Ｈｗに代えて、モータ２０の回転状態に関する他の情報が入力される
ように構成されていてもよい。例えば、モータ２０の回転子の回転に対応するＦＧ信号と
して、回転子の側にある基板に設けたコイルパターンを用いて生成される信号（パターン
ＦＧ）が入力されるようにしてもよい。また、モータ２０の各相（Ｕ、Ｖ、Ｗ相）に誘起
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する逆起電圧を検出する回転位置検出回路の検出結果に基づいてモータ２０の回転状態が
検知されるように構成されていてもよい。エンコーダやレゾルバなどを設け、それにより
モータ２０の回転速度等の情報が検出されるようにしてもよい。
【００３１】
　制御回路部４は、例えば、マイクロコンピュータやデジタル回路等で構成されている。
制御回路部４は、実回転数情報と、速度指令信号Ｓｃとに基づいて、モータ２０を駆動さ
せるための駆動制御信号Ｓｄを出力する。具体的には、制御回路部４は、ホール信号Ｈｕ
，Ｈｖ，Ｈｗと、速度指令信号Ｓｃとに基づいて、駆動制御信号Ｓｄをプリドライブ回路
２ｂに出力する。制御回路部４は、駆動制御信号Ｓｄを出力することで、モータ２０が速
度指令信号Ｓｃに対応する回転数で回転するようにモータ２０の回転制御を行う。すなわ
ち、制御回路部４は、モータ２０を駆動させるための駆動制御信号Ｓｄをモータ駆動部２
に出力し、モータ２０の回転制御を行う。モータ駆動部２は、駆動制御信号Ｓｄに基づい
て、モータ２０に駆動信号を出力してモータ２０を駆動させる。
【００３２】
　制御回路部４は、モータ駆動部２にＰＷＭ（パルス幅変調）信号である駆動制御信号Ｓ
ｄを出力することで、モータ駆動部２により通電される複数相のコイルＬｕ，Ｌｖ，Ｌｗ
の通電相を所定の順序で切り替えながら、モータの駆動を制御する。具体的には、モータ
２０は３相のコイルＬｕ，Ｌｖ，Ｌｗを有しており、６通りの通電相の組み合わせ（通電
パターン）がある。制御回路部４は、ホール信号Ｈｕ，Ｈｖ，Ｈｗの位相の変化に応じて
、６通りの通電パターンを、モータ２０を回転させる方向に対応する所定の順序で切り替
える。
【００３３】
　［制御回路部４の説明］
【００３４】
　図２は、制御回路部４の構成を示すブロック図である。
【００３５】
　図２に示すように、制御回路部４は、回転数算出部３１と、通電期間監視部３２と、Ｐ
ＷＭ指令部３３と、設定デューティ変更指示部３４と、ＰＷＭ信号生成部３５とを有して
いる。詳細は後述するが、ＰＷＭ指令部３３は、モータ２０のロータの位置に対応するホ
ール信号Ｈｕ，Ｈｖ，Ｈｗに基づいて、駆動制御信号Ｓｄのデューティ比を設定する。通
電期間監視部３２は、ホール信号Ｈｕ，Ｈｖ，Ｈｗに基づいて、コイルＬｕ，Ｌｖ，Ｌｗ
の通電相の切り替え（通電切替）が行われてから経過した時間を監視する。設定デューテ
ィ変更指示部３４は、通電期間監視部３２による通電相の切り替えが行われてから経過し
た時間の監視結果に基づいてＰＷＭ指令部３３に指示信号を出力することで、一時的に、
ＰＷＭ指令部３３に駆動制御信号Ｓｄのデューティ比を低下させる。
【００３６】
　このような構成により、制御回路部４は、コイルＬｕ，Ｌｖ，Ｌｗの通電相の切り替え
が行われてから、通電相の切り替え周期のｍ分の１（ｍは、２以上の整数）の期間が経過
する度に、一時的に駆動制御信号Ｓｄのデューティ比を低下させる低下制御を実行する。
換言すると、制御回路部４は、通電相の切り替えが行われてから経過した時間を計測する
計測ステップと、通電相の切り替えが行われてから通電相の切り替え周期のｍ分の１（ｍ
は、２以上の整数）の期間が経過する度に、一時的に駆動制御信号Ｓｄのデューティ比を
低下させる低下制御ステップとを含むモータの駆動制御方法を実行する。
【００３７】
　なお、以下の説明において、通電期間とは、コイルＬｕ，Ｌｖ，Ｌｗの通電相の切替え
が行われてから次の通電相への切替えが行われるまでの期間をいう。
【００３８】
　回転数算出部３１には、ホール信号Ｈｕ，Ｈｖ，Ｈｗが入力される。回転数算出部３１
は、入力されたホール信号Ｈｕ，Ｈｖ，Ｈｗに基づいて、ロータの実回転数情報を生成し
て出力する。すなわち、回転数算出部３１は、モータ２０のロータの実際の回転数に関す
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る実回転数情報を出力する。
【００３９】
　ＰＷＭ指令部３３には、回転数算出部３１から出力された実回転数情報と、速度指令信
号Ｓｃ（図示せず）とが入力される。ＰＷＭ指令部３３は、実回転数情報と、速度指令信
号Ｓｃとに基づいて、設定デューティを出力する。設定デューティは、駆動制御信号Ｓｄ
を出力するためのデューティ比を示す信号である。ＰＷＭ指令部３３は、例えば、速度指
令信号Ｓｃと、実回転数情報とに基づいて、モータ２０の回転速度が速度指令信号Ｓｃに
対応するものとなるように、設定デューティを生成する。すなわち、ＰＷＭ指令部３３は
、モータ２０のロータの位置に対応するホール信号Ｈｕ，Ｈｖ，Ｈｗに基づいて、駆動制
御信号Ｓｄのデューティ比を設定する。なお、設定デューティは、通電する通電相に対応
して出力される。すなわち、ホール信号Ｈｕ，Ｈｖ，Ｈｗに基づいて、ロータの位置に対
応する通電パターンで通電が行われるように、設定デューティが出力される。例えば、回
転数算出部３１でホール信号Ｈｕ，Ｈｖ，Ｈｗに基づいてロータの位置を示す信号が生成
され、ＰＷＭ指令部３３が、その信号に応じて、通電する通電相に対応する設定デューテ
ィを出力する。
【００４０】
　設定デューティは、ＰＷＭ信号生成部３５と、設定デューティ変更指示部３４とに出力
される。ＰＷＭ信号生成部３５は、入力された設定デューティに基づいて、モータ駆動部
２を駆動させるためのＰＷＭ信号Ｓ２を生成する。ＰＷＭ信号Ｓ２は、例えば、デューテ
ィ比が設定デューティと同一となる信号である。換言すると、ＰＷＭ信号Ｓ２は、設定デ
ューティに対応するデューティ比を有する信号である。モータ駆動制御装置１及びモータ
２０が通常の動作状態で駆動されているとき、ＰＷＭ信号生成部３５から出力されたＰＷ
Ｍ信号Ｓ２が、駆動制御信号Ｓｄとして制御回路部４からモータ駆動部２に出力される。
これにより、モータ駆動部２からモータ２０に駆動信号が出力され、モータ２０が駆動さ
れる。また、ホール信号Ｈｕ，Ｈｖ，Ｈｗに基づいて、ロータの位置に応じてコイルＬｕ
，Ｌｖ，Ｌｗの通電相が切り替えられる。
【００４１】
　通電期間監視部３２には、ホール信号Ｈｕ，Ｈｖ，Ｈｗが入力される。通電期間監視部
３２は、ホール信号Ｈｕ，Ｈｖ，Ｈｗに基づいて、コイルＬｕ，Ｌｖ，Ｌｗの通電相の切
り替えが行われてから経過した時間を監視する。本実施の形態においては、通電期間監視
部３２は、後述するように、通電相の切り替えが行われたとき、それまでの通電期間（第
１通電期間）ｄｔ１の計測を終了し、切り替え後の通電期間（第２通電期間）ｄｔ２の計
測を開始する。第１通電期間ｄｔ１は、電気角３６０度の６分の１が経過するのに相当す
る時間である。第２通電期間ｄｔ２は、現在の通電期間が開始してから経過した時間であ
る。
【００４２】
　また、通電期間監視部３２は、通電相の切り替えが行われてから経過した時間の監視結
果に基づいて、制御タイミング信号Ｓ１を出力する。制御タイミング信号Ｓ１は、上述の
低下制御を行うための信号であり、設定デューティ変更指示部３４に入力される。通電期
間監視部３２は、通電相の切り替えが行われてから通電相の切り替え周期のｍ分の１（ｍ
は、２以上の整数）の期間が経過する度に、制御タイミング信号Ｓ１を出力する。通電期
間監視部３２は、第１通電期間ｄｔ１を通電相の切り替え周期として、第２通電期間ｄｔ
２の計測開始から第１通電期間ｄｔ１のｍ分の１の期間が経過する毎に、制御タイミング
信号Ｓ１を出力する。すなわち、制御回路部４は、通電相の切り替えを行ってから次に通
電相の切り替えを行うまでの時間を通電相の切り替えを行う度に計測し、前回の通電期間
において計測された時間である第１通電期間ｄｔ１を切り替え周期として、第１通電期間
ｄｔ１のｍ分の１の期間が経過する度に低下制御を実行する。
【００４３】
　本実施の形態においては、通電期間監視部３２は、通電相の切り替えが行われてから通
電相の切り替え周期の２分の１の期間が経過した時に、制御タイミング信号Ｓ１を出力し
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、制御回路部４は、低下制御を実行する。すなわち、本実施の形態においては、ｍは２で
ある。通電期間監視部３２は、通電相の切替えが行われてから第１通電間隔ｄｔ１の半分
の期間が経過したとき、制御タイミング信号Ｓ１を出力する。
【００４４】
　なお、通電期間監視部３２は、各通電期間において、制御タイミング信号Ｓ１の出力を
、出力した回数がｍから１を減じた回数に達するまで、第１通電期間ｄｔ１のｍ分の１の
期間が経過する度に行う。すなわち、例えばｍが３であるとき、通電相の切り替えが行わ
れてから第１通電期間ｄｔ１の３分の１の期間が経過すると、その通電期間における１回
目の制御タイミング信号Ｓ１の出力が行われる。そして、１回目の制御タイミング信号Ｓ
１の出力が行われてからさらに第１通電期間ｄｔ１の３分の１の期間が経過すると、その
通電期間における２回目の制御タイミング信号Ｓ１の出力が行われる。その後、２回目の
制御タイミング信号Ｓ１の出力が行われてからさらに第１通電期間ｄｔ１の３分の１の期
間が経過しても、その通電期間においては制御タイミング信号Ｓ１が出力されない。本実
施の形態においては、ｍは２であるので、制御タイミング信号Ｓ１の出力は、１回のみ行
われる。
【００４５】
　このようにして制御タイミング信号Ｓ１が出力されると、設定デューティ変更指示部３
４により、設定デューティのデューティ比が低くなるように制御が行われる。これにより
、制御回路部４から出力される駆動制御信号Ｓｄのデューティ比が一時的に低くなる。
【００４６】
　すなわち、設定デューティ変更指示部３４は、制御タイミング信号Ｓ１が入力されたと
き、設定デューティ変更指示信号（指示信号の一例）Ｓ３をＰＷＭ指令部３３に出力する
。設定デューティ変更指示信号Ｓ３は、ＰＷＭ指令部３３に対して、設定デューティのデ
ューティ比の変更を指示する信号である。本実施の形態において、設定デューティ変更指
示信号Ｓ３は、ＰＷＭ指令部３３に対して、設定デューティのデューティ比を低く切り替
えること、及び元のデューティ比に戻すこと、を指示する信号である。
【００４７】
　また、設定デューティ変更指示部３４は、ＰＷＭ指令部３３から出力された設定デュー
ティを監視する。設定デューティ変更指示部３４は、設定デューティ変更指示信号Ｓ３を
出力して設定デューティのデューティ比を低く切り替えるように指示を行ったとき、監視
結果に基づいて、設定デューティのデューティ比を元に戻す。設定デューティ変更指示部
３４は、設定デューティ変更指示信号Ｓ３を出力して設定デューティのデューティ比を低
く切り替えるように指示を行ったとき、設定デューティ変更指示信号Ｓ３を再度出力する
ことにより、設定デューティのデューティ比を元に戻すように指示を行う。
【００４８】
　なお、本実施の形態において、制御回路部４は、低下制御を行うとき、所定時間だけ駆
動制御信号Ｓｄのデューティ比を低下させる。すなわち、設定デューティ変更指示部３４
は、設定デューティ変更指示信号Ｓ３を出力して設定デューティのデューティ比を低く切
り替えるように指示を行ったとき、実際にデューティ比が低く変更されたことを確認し、
それから所定時間が経過したときに、設定デューティのデューティ比を元に戻す。
【００４９】
　ＰＷＭ指令部３３は、設定デューティ変更指示信号Ｓ３が入力されたとき、それまでの
通常時（低下制御を行っていないとき）よりもデューティ比が低い設定デューティを出力
する。そして、その後に設定デューティ変更指示信号Ｓ３が入力されたとき、元のデュー
ティ比の設定デューティを出力する。
【００５０】
　ＰＷＭ指令部３３が出力する設定デューティのデューティ比は、通常時には、上述のよ
うに、速度指令信号Ｓｃに対応する回転速度でモータ２０が駆動されるように設定される
。他方、設定デューティ変更指示信号Ｓ３が出力されたときには、ＰＷＭ指令部３３は、
設定デューティのデューティ比を、例えば０パーセントに設定する。なお、低下制御が行
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われるときの設定デューティのデューティ比は０パーセントに限られない。例えば、通常
時よりも低い５パーセント程度に設定されるようにしてもよい。また、通常時の設定デュ
ーティのデューティ比よりも所定の割合だけ低いデューティ比に設定されるようにしても
よい。
【００５１】
　図３は、制御回路部４の動作を示すフローチャートである。
【００５２】
　図３においては、制御回路部４が行う動作のうち、特に低下制御に関する処理が示され
ているものである。
【００５３】
　モータ２０の駆動を行っているとき、ステップＳ１１において、制御回路部４は、通電
切替要求があるか否かを判断する。通電期間監視部３２は、ホール信号Ｈｕ，Ｈｖ，Ｈｗ
に基づいて、コイルＬｕ，Ｌｖ，Ｌｗの通電相が切り替えられるべきタイミングが到来し
たときに通電切替要求があると判断する。通電期間監視部３２が通電切替要求があると判
断すると（ＹＥＳ）、ステップＳ１２に進む。一方、通電期間監視部３２が通電切替要求
があると判断しない場合（ＮＯ）、ステップＳ１１の処理を繰り返す。
【００５４】
　ステップＳ１２において、通電期間監視部３２は、それまでの通電期間の計測を終了す
る。これにより、通電期間監視部３２は、直前の通電期間についての第１通電期間ｄｔ１
を取得する。
【００５５】
　ステップＳ１３において、通電期間監視部３２は、次の通電期間の計測を開始する。す
なわち、通電期間監視部３２は、第２通電期間ｄｔ２の計測を開始する。
【００５６】
　ステップＳ１４において、制御回路部４は、通電期間切替要求に応じて、コイルＬｕ，
Ｌｖ，Ｌｗの通電相を切り替える。
【００５７】
　ステップＳ１５において、通電期間監視部３２は、通電相の切替えが行われてから、通
電相の切り替え周期の２分の１の期間が経過したか否かを判断する。具体的には、通電期
間監視部３２は、通電相の切り替えが行われた後、直前の通電期間である第１通電期間ｄ
ｔ１の半分の時間が経過したか否かを判断する。この判断は、第１通電期間ｄｔ１と、計
測中の第２通電期間ｄｔ２とに基づいて行うことができる。第１通電期間ｄｔ１の半分の
時間が経過していると判断されると（ＹＥＳ）、ステップＳ１６に進む。このとき、通電
期間監視部３２から設定デューティ変更指示部３４に制御タイミング信号Ｓ１が出力され
る。一方、第１通電期間ｄｔ１の半分の時間が経過していると判断されない場合（ＮＯ）
、ステップＳ１５の処理を繰り返す。
【００５８】
　ステップＳ１６において、設定デューティ変更処理が行われる。設定デューティ変更処
理は、主に、設定デューティ変更指示部３４と、ＰＷＭ指令部３３とによって行われる。
【００５９】
　ステップＳ１７において、制御回路部４は、モータ２０の駆動を停止させるモータ停止
要求があるか否かを判断する。モータ停止要求があったときには（ＹＥＳ）、一連の処理
を終了する。このとき、モータ２０の駆動が停止される。他方、モータ停止要求がなけれ
ば（ＮＯ）、ステップＳ１１に戻る。
【００６０】
　図４は、設定デューティ変更処理を示すフローチャートである。
【００６１】
　設定デューティ変更処理が開始されると、ステップＳ３１において、制御回路部４は、
設定デューティのデューティ比を低くする。すなわち、設定デューティ変更指示部３４は
、設定デューティ変更指示信号Ｓ３を出力する。これにより、ＰＷＭ指令部３３が、デュ
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ーティ比が通常時よりも低い設定デューティを出力する。
【００６２】
　ステップＳ３２において、設定デューティ変更指示部３４は、ＰＷＭ指令部３３から出
力される設定デューティを監視し、設定デューティのデューティ比が低い値になったか否
かを判断する。設定デューティのデューティ比が低い値になると（ＹＥＳ）、ステップＳ
３３に進む。一方、設定デューティのデューティ比が低い値になっていない場合（ＮＯ）
、ステップＳ３２の処理を繰り返す。
【００６３】
　ステップＳ３３において、設定デューティ変更指示部３４は、所定時間が経過したか否
かを判断する。設定デューティ変更指示部３４は、例えば、設定デューティのデューティ
比が低い値になった時点から所定時間が経過したか否かを判断する。なお、設定デューテ
ィ変更指示部３４は、例えば、設定デューティ変更指示信号Ｓ３を出力した時点から所定
時間が経過したか否かを判断するようにしてもよい。所定時間が経過したと判断されると
（ＹＥＳ）、ステップＳ３４に進む。一方、所定時間が経過したと判断されない場合（Ｎ
Ｏ）、ステップＳ３３の処理を繰り返す。
【００６４】
　ステップＳ３４において、設定デューティ変更指示部３４は、設定デューティのデュー
ティ比を元に戻す制御を行う。すなわち、設定デューティ変更指示部３４は、設定デュー
ティ変更指示信号Ｓ３を出力する。これにより、ＰＷＭ指令部３３が、通常時のデューテ
ィ比の設定デューティを出力する。
【００６５】
　このようにして制御回路部４により低下制御が行われると、低下制御が行われない場合
と比較して高い周波数成分を有する電磁振動が発生する。
【００６６】
　図５は、低下制御が行われない場合のモータ２０の駆動電流の波形を示す図である。図
６は、低下制御が行われる場合のモータ２０の駆動電流の波形を示す図である。
【００６７】
　図５及び図６においては、モータ２０の駆動電流の波形が示されており、それに合わせ
て、通電切替タイミングトグル信号及び上向き矢印で通電相の切り替えタイミングが示さ
れている。図６については、さらに、設定デューティのデューティ比が低く変更されるタ
イミングが上向き矢印で示されている。通電切替タイミングトグル信号において、ハイと
ローとが切り替わるタイミングで、通電相が切り替えられる。
【００６８】
　図５に示されるように、モータ２０の駆動電流は、通電相が切り替わるタイミングで一
時的に急激に小さくなり、その後、元の大きさに戻る。そのため、通電相が切り替わる度
に、周期的に駆動電流が低下する。これにより、低下制御が行われない場合には、通電相
が切り替わる周期に対応する周波数成分が大きい電磁振動が発生する。
【００６９】
　他方、低下制御が行われる場合においては、図６に示されるようになる。すなわち、モ
ータ２０の駆動電流は、図５と同様に、通電相が切り替わるタイミングで一時的に小さく
なる。また、上記のように低下制御が行われ、設定デューティのデューティ比が一時的に
低くなるため、通電相が切り替えられてから次に通電相が切り替えられるまでにモータ２
０の駆動電流が一時的に小さくなる。そのため、低下制御が行われる場合に発生する電磁
振動において、通電相が切り替わる周期のｍ分の１（図６においては、２分の１）に対応
する周波数の周波数成分が大きくなる。
【００７０】
　低下制御が行われる場合に発生する電磁振動において、低下制御が行われない場合に周
波数成分が大きくなる周波数のｍ倍の周波数の周波数成分が大きくなる。すなわち、制御
回路部４は、低下制御を実行しつつ駆動制御信号Ｓｄを出力することで、モータ２０のロ
ータの１回転（電気角３６０度）あたりの通電切替回数ｎにｍを乗じた次数の（ｍ×ｎ）
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次成分を含む電磁振動を発生させる。モータ２０のロータの１回転あたりの通電切替回数
１２回であるとき、本実施の形態のように低下制御を行う場合には、それに２を乗じた次
数の２４次成分を含む電磁振動が発生する。
【００７１】
　以上説明したように、本実施の形態においては、制御回路部４が、前の通電期間の周期
に基づいて、そのｍ分の１の期間が経過する毎に、設定デューティ変更指示信号Ｓ２を出
力して低下制御を行う。そのため、モータ２０の固有振動数の周波数と電磁振動の周波数
成分の周波数とが重ならないように、電磁振動の周波数成分を高い周波数帯にシフトさせ
ることができるので、振動力が大きな共振が発生することを抑制することができる。すな
わち、電磁振動成分の発生要因が、ロータの１回転あたりの通電切替回数ｎに対応するｎ
次成分であるのに対して、低下制御を行うことにより、（ｍ×ｎ）次成分をもつ電磁振動
を発生させることができる。したがって、安価な構成でありながら、所定の回転速度範囲
で生じるモータ固有振動数との共振が発生することを防止することができる。ｍの値を適
宜調整することで、モータ２０の固有振動数の周波数に重なる電磁振動成分の振動値を低
くすることができ、結果的に、大きな振動が発生するのを避けることができる。すなわち
、本実施形態の駆動制御装置１およびモータ駆動制御方法は、簡素な回路構成で、振動の
発生を低減させることができる。
【００７２】
　なお、制御回路部４は、モータ２０の回転速度が所定の範囲内であるときに、低下制御
を行うようにしてもよい。すなわち、モータ２０の回転速度が、低下制御を行わなければ
電磁振動とモータ２０の固有振動数とが共振現象を生じる可能性がある所定の範囲内であ
るときに、低下制御を行うようにしてもよい。所定の範囲は、モータ２０のロータの１回
転あたりの通電切替回数ｎに対応する電磁振動のｎ次成分とモータ２０の固有振動数とが
共振現象を生じるモータ２０の回転速度を含む範囲である。この場合、モータ２０の通電
期間において、モータ２０の回転速度が所定の範囲内でないときは低下制御が行われず、
設定デューティが低デューティに変更されないので、効率良くモータ２０を駆動させるこ
とができる。
【００７３】
　［その他］
【００７４】
　モータ駆動制御装置は、上述の実施の形態やその変形例に示されるような回路構成に限
定されない。本発明の目的に適合するように構成された、様々な回路構成が適用できる。
【００７５】
　低下制御において、設定デューティのデューティ比を一時的に低くする所定時間は、モ
ータ２０の回転速度に応じて変更されてもよい。例えば、モータ２０が高速で駆動してい
る場合には、所定時間を短くし、すぐに設定デューティのデューティ比が通常時に戻され
るようにしてもよい。所定時間は、固定値であってもよい。また、所定時間は、瞬間的な
時間であってもよい。すなわち、設定デューティ変更処理において、ＰＷＭ指令部から出
力される設定デューティのデューティ比が低い値になったことが確認されたら、すぐに設
定デューティのデューティ比が通常時の値に戻されてもよい。
【００７６】
　また、設定デューティ変更処理において、設定デューティのデューティ比を低くする制
御が行われた後、ＰＷＭ指令部から出力される設定デューティの監視が行われなくてもよ
い。この場合、他の条件（例えば、設定デューティ変更指示信号が出力されてから所定時
間が経過したことなど）に基づいて、ＰＷＭ指令部にて設定デューティのデューティ比を
通常時の値に戻す処理が行われるようにしてもよい。
【００７７】
　通電期間監視部が制御タイミング信号を出力する基準となる、通電相の切り替え周期は
、前回の通電期間に限られない。所定の期間の過去の通電期間の平均を通電相の切り替え
周期としてもよいし、所定の時間を通電相の切り替え周期としてもよい。速度指令信号や
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【００７８】
　モータ駆動制御装置の各構成要素は、少なくともその一部がハードウエアによる処理で
はなく、ソフトウエアによる処理であってもよい。
【００７９】
　本実施の形態のモータ駆動制御装置により駆動されるモータは、ブラシレスモータに限
られず、他の種類のモータであってもよい。モータの磁極数やスロット数も、特に限定さ
れない。
【００８０】
　また、モータの相数は、３相に限定されない。ホール素子の数は、３個に限られない。
また、位置検出器は、ホール素子とは異なる手段を用いて、モータの位置検出信号が得ら
れるようにしてもよい。例えば、ホールＩＣ等を用いてもよく、また、ロータの位置を検
出するセンサを用いない、いわゆるセンサレス方式でモータを駆動するものであってもよ
い。
【００８１】
　上述のフローチャートなどは、動作を説明するための一例を示すものであって、これに
限定されない。フローチャートの各図に示したステップは具体例であって、このフローに
限定されるものではなく、例えば、各ステップの順番が変更されたり各ステップ間に他の
処理が挿入されたりしてもよいし、処理を並列化してもよい。
【００８２】
　上述の実施の形態における処理の一部又は全部が、ソフトウエアによって行われるよう
にしても、ハードウエア回路を用いて行われるようにしてもよい。例えば、制御回路部は
、マイコンに限定されない。制御回路部の内部の構成は、少なくとも一部がソフトウエア
で処理されるようにしてもよい。
【００８３】
　上記実施の形態は、すべての点で例示であって制限的なものではないと考えられるべき
である。本発明の範囲は上記した説明ではなくて特許請求の範囲によって示され、特許請
求の範囲と均等の意味及び範囲内でのすべての変更が含まれることが意図される。
【符号の説明】
【００８４】
　１　モータ駆動制御装置、２　モータ駆動部、４　制御回路部、６　電流検出部、２０
　モータ、２５（２５ｕ，２５ｖ，２５ｗ）　ホール素子、３１　回転数算出部、３２　
通電期間監視部、３３　ＰＷＭ指令部、３４　設定デューティ変更指示部、３５　ＰＷＭ
信号生成部、Ｈｕ，Ｈｖ，Ｈｗ　ホール信号（位置検出信号の一例）、Ｌｕ，Ｌｖ，Ｌｗ
　コイル、Ｓ１　制御タイミング信号、Ｓ３　設定デューティ変更指示信号（指示信号の
一例）、Ｓｃ　速度指令信号、Ｓｄ　駆動制御信号
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